
みずほ外貨普通預金規定 新旧対応表 

 

条項 改定前 改定後 

みずほ ATM 外貨預金振替

サービス規定 

第 1 条～第 13 条 

第１条 （サービス内容） 

１．みずほATM外貨預金振替サ

ービス（以下「本サービス」といいま

す。）は、みずほ外貨預金規定に

かかわらず、当行の外貨預金取扱

店 の 自 動 預 入 引 出 機 （ 以 下

「ATM」といいます。）で、普通預

金または貯蓄預金について発行し

たキャッシュカード（以下「キャッシュ

カード」といいます。）を使用して、

次の場合に利用することができるサ

ービスです。 

(1)あらかじめ指定された円預金口

座（カードの利用対象たる普通預

金口座または貯蓄預金口座）か

ら預金を払い戻し、同時にそれに

相当する代り金外貨額をあらかじ

め指定された外貨預金口座へ振

替入金する場合 

(2)あらかじめ指定された外貨預金

口座から預金を払い戻し、同時に

それに相当する代り金円貨額をあ

らかじめ指定された円預金口座

（カードの利用対象たる普通預金

口座または貯蓄預金口座）へ振

替入金する場合（いずれの場合も

振替金額の換算相場は、取引時

に ATM の画面に表示される当行

所定の外国為替相場を適用しま

す。） 

２．本サービスの利用者は、居住

者の個人（未成年者は除く）とし

ます。 

削除 



３．本サービスの対象となる外貨

預金口座は当行所定の預金種

類・通貨の口座とし、振替を行う円

預金口座と外貨預金口座は、同

一名義の口座に限定します。な

お、円預金口座一口座に対して、

振替対象として指定できる外貨預

金口座は一口座となります。 

４．外国為替相場の急激な変動

により本サービスのお取り扱いを中

止する場合や、適用する相場を変

更する場合があります。 

第２条 （本サービスの利用の届

出・変更・解約） 

１．本サービスの利用にあたって

は、あらかじめ、振替を行う円預金

口座と外貨預金口座とを当行所

定の方法で届け出てください（本

サービスの利用は、当行において、

この届出をうけた後、本サービス利

用のための登録が完了した後に可

能となります。）。 

２．本サービスにかかる届出事項

に変更がある場合は、当行所定の

方法で届出を行ってください。この

届出の前に生じた損害については、

当行は責任を負いません。 

３．本サービスの解約にあたって

は、当行所定の方法で、解約の届

出を行ってください。なお、本サービ

スの対象となる円預金口座、また

は外貨預金口座を解約した場合

は、同時に本サービスも解約となり

ます。 

第３条 （暗証の届出・照合） 

１．本サービスに使用する暗証



は、カードの暗証と同一とします。 

２．当行が、カードの電磁的記録

によって、ATM の操作の際に使用

されたカードを当行が交付したもの

として処理し、入力された暗証と届

出の暗証との一致を確認して預金

の払い戻し、外貨または円貨への

換算、および振替入金をしたうえ

は、カードまたは暗証につき偽造、

変造、盗用その他の事故があって

も、そのために生じた損害について

は、当行は責任を負いません。ただ

し、この取り扱い（預金の払い戻

し、外貨または円貨への換算、およ

び振替入金）が偽造カードによる

ものであり、カードおよび暗証の管

理について預金者の責に帰すべき

事由がなかったことを当行が確認で

きた場合の当行の責任については

この限りではありません。 

第４条 （振替の方法） 

１．本サービスを利用するときは、

ATM の案内手順に従って操作し、

ATMに円預金口座のカードを挿入

し、届出の暗証および振替金額を

正確に入力してください。この際、

払戻口座の通帳および払戻請求

書、ならびに振替入金口座の通帳

および入金票の提出は必要ありま

せん。 

２．振替金額の入力は、円貨

額、または外貨額のいずれでも可

能とします（入力単位は、円貨額

での入力の場合は 1 円単位、外

貨額での入力の場合は１通貨単

位とします。）。ただし、代り金の計



算（円貨額入力の場合の代り金

外貨額の算出、または外貨額入

力の場合の代り金円貨額の算

出）は、取引時に ATM の画面に

表示される外国為替相場にもとづ

き、当行所定の計算方法で行いま

す。なお、円貨額での入力の場

合、この計算の結果、振替円貨額

が入力した円貨額より少なくなる場

合があります。 

３．振替内容の確認操作を行っ

た後は、画面表示の内容で振替

処理を行います。振替内容の確認

操作後に、振替の訂正、取り消し

はできません。 

４．本サービスにおける一日あた

り、および、一回あたりの振替金額

は、当行所定の取引限度額の範

囲内とします。 

第５条 （代理人カード） 

本サービスは、代理人カードでの利

用はできません。 

第６条 （ATM の故障等の取り

扱い） 

１．停電、端末故障、通信回線

の障害等により、ATM の取り扱い

ができないときは、本サービスの利

用はできません。 

２．外国為替相場の急激な変動

により、本サービスを中断する場合

があります。 

３．前記１、２により生じた損害

については、当行は責任を負いませ

ん。 

第７条 （カードによる振替金額

の通帳記入） 



ATM でカードにより振替を行った金

額の通帳記入は、当行の外貨預

金取扱店の窓口に通帳を提出さ

れたとき、または当行の外貨預金

取扱店の ATM または通帳記帳機

に通帳を挿入されたときに行いま

す。 

第８条 （ATM への誤入力等） 

ATM の利用に際し、金額等の誤

入力により発生した損害について

は、当行は責任を負いません。 

第９条 （利用日・利用時間） 

本サービスの利用日、利用時間

は、当行所定の時間内とします。 

第 10 条 （為替リスク） 

円貨を代り金として預け入れた外

貨預金について、預金払い戻し金

を円貨に換算した場合、預け入れ

時の円貨額と預金払い戻し金を円

貨に換算した時の円貨額との間

で、為替差益、または為替差損が

発生することがあります。 

第 11 条 （規定の準用） 

この規定に定めのない事項について

は、みずほキャッシュカード規定、み

ずほ貯蓄預金カード規定、キャッシ

ュカード（貯蓄預金一体型）規

定、みずほ外貨普通預金規定、み

ずほ普通預金規定、みずほ総合

口座取引規定およびみずほ貯蓄

預金規定、みずほ総合口座（社

員口）規定により取り扱います。 

第 12 条 （準拠法令、合意管

轄） 

１．この預金取引の契約準拠法

は日本法とします。 



２．この預金取引について訴訟の

必要が生じた場合には、当行本店

または取引店の所在地を管轄する

裁判所を管轄裁判所とします。 

第 13 条 （規定の変更） 

(1) この規定の各条項その他の条

件は、民法 548 条の 4 の規定に

より、金融情勢の状況の変化その

他相当の事由があると認められる

場合には、変更内容を記載した店

頭ポスター掲示またはホームページ

掲載による公表その他相当の方法

で周知することにより、変更できるも

のとします。 

(2) 前項の変更は、公表等の際

に定める適用開始日から適用され

るものとします。 

以 上 

（2020 年 4 月 1 日現在） 

 


